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受注高
　当第2四半期連結累計期間の受注高は、前年
同四半期連結累計期間（以下「前年同四半期」とい
います。）を4.4%上回る1,446億27百万円となり
ました。
　一般設備は前年同四半期を4.8%下回る969
億 4 8 百 万 円、 産 業 設 備は前 年 同 四 半 期を
33.4%上回る440億19百万円となった結果、設
備 工 事 事 業 は 前 年 同 四 半 期 を 4.5%上 回る
1,409億67百万円となりました。設備機器の製
造・販売事業は、前年同四半期を0.6%上回る
35億70百万円となりました。また、その他は、
前年同四半期を7.3%下回る89百万円となりまし
た。その構成比は、一般設備が67.0%、産業設
備が30.4%、あわせた設備工事事業は97.4%、

果を背景に、企業収益や所得環境は改善し、
設備投資に持ち直しの動きが見られるなど、
国内景気は緩やかな回復基調を続けました。　当第2四半期連結累計期間におけるわが国

経済は、海外経済の回復や国内の各種政策効

Q 当第2四半期までの市場環境について
お聞かせください。

人の和と創意で社会に貢献

1. 最高の品質創りを重点に社業の発展を図り社会に奉仕する
2. 全員の創意を発揮し顧客のニーズに対応した特色ある技術を開発する
3. 人材育成と人間尊重を基本として人の和と品性を高揚する

社 是

経 営
理 念

ごあいさつ
　株主の皆様には、格別のご高配を賜り、心から厚く御礼申しあげます。
　ここに、当社第136期第2四半期累計期間（平成27年4月1日から平成
27年9月30日まで）の概況等につきまして、ご報告申しあげます。
　株主の皆様におかれましては、今後とも当社の発展にご期待いただ
き、なお一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます｡

　当社およびグループ各社は、平成26年4月か
ら開始した長期経営構想および中期経営計画に
基づき、施策に取り組んでおります。当社グルー
プが目指す姿の一つとして「地球環境に貢献する
環境ソリューションプロフェッショナル」を掲げてお
りますところ、本年8月に、当社の省エネ技術を
含む共同技術開発が、内閣府主催の産学官連携
功労者表彰「環境大臣賞」を受賞いたしました。
　そして、グループの総力を挙げて採算性重視
の受注活動および受注後における利益創造活動
ならびにコスト低減に取り組んでまいりました結
果、当第2四半期連結累計期間の業績は次のと
おりとなりました。

平成25年度 平成26年度 平成27年度

237,389

93,685 97,956
112,663

243,582
■ 第2四半期
■ 通期

■ 売上高（単位：百万円） ■ 売上高構成比

一般設備
68,344百万円

60.7%

産業設備
40,793百万円
36.2%

設備機器の製造・販売事業
3,436百万円
3.0%

その他
89百万円
0.1%

平成27年度
第2四半期

Q 当第2四半期の業績について
お聞かせください。

取締役社長

平成25年度 平成26年度 平成27年度

264,280

129,935 138,540 144,627

255,648
■ 第2四半期
■ 通期

■ 受注高（単位：百万円）
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設備機器の製造・販売事業が2.5%、その他が
0.1%であります。

売上高
　当第2四半期連結累計期間の売上高は、前年
同四半期を15.0%上回る1,126億63百万円とな
りました。
　一般設備は前年同四半期を15.3%上回る683億
44百万円、産業設備は前年同四半期を14.8%上
回る407億93百万円となった結果、設備工事事業
は前年同四半期を15.1%上回る1,091億37百万円
となりました。設備機器の製造・販売事業は、前
年同四半期を13.0%上回る34億36百万円となりま
した。また、その他は、前年同四半期を7.3%下回
る89百万円となりました。その構成比は、一般設

備が60.7%、産業設備が36.2%、あわせた設備
工事事業は96.9%、設備機器の製造・販売事業が
3.0%、その他が0.1%であります。

利　益
　当第2四半期連結累計期間の利益は、営業利
益は前年同四半期を350.2%上回る21億94百万
円、経常利益は前年同四半期を190.8%上回る
30億28百万円、親会社株主に帰属する四半期
純利益は前年同四半期を1,030.0%上回る19億
12百万円となりました。

　これらの結果、連結決算の開示を始めた平成
12年度以降、売上高、各利益ともに、最も高い
値となりました。

　当社を取り巻く事業環境の今後の見通しにつき
ましては、アジア地域経済の先行きなど不透明な
要因はあるものの、国内景気は緩やかな回復基
調を続けるものと思われます。
　建設業界および当社関連の空調業界におきまし
ては、公共投資は緩やかに減少するものの高めの
水準を維持し、民間設備投資は改善傾向で推移
することが見込まれます。一方、労務費や資材価
格の上昇等も予想され、工事利益の確保に努力
が必要な経営環境が続くものと思われます。
　このような情勢のもと、当社グループは中期
経営計画に基づき施策を実行するとともに、採算
性重視の受注活動および受注後における利益創

造活動ならびにコスト低減に努め、収益力の一層
の強化と経営の効率化を図り、計画達成に向け
て取り組んでまいります。
　通期の連結業績および個別業績の見通しにつき
ましては、平成27年5月13日付決算短信におい
て発表した予想数値を継続しております（連結：売
上高2,470億円、営業利益77億円、経常利益86
億円、親会社株主に帰属する当期純利益52億
円、受注高2,540億円、次期繰越高2,112億円、
個別：売上高1,920億円、営業利益67億円、経
常利益79億円、当期純利益49億円、受注高
2,000億円、次期繰越高1,958億円）。

■ 繰越高（単位：百万円）■ 経常利益（単位：百万円） ■ 総資産・純資産（単位：百万円） ■ 1株当たり配当金（単位：円）■ 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益（単位：百万円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度

201,529
192,170

204,236
236,200232,754

■ 第2四半期末
■ 期末

平成25年度末 平成26年度末 平成27年度
第２四半期末

217,132 226,878

■ 純資産
■ 総資産

206,121

97,416 108,362 105,847

平成25年度 平成26年度 平成27年度

■ 中間
■ 期末25.0（年間）

12.5 12.5

12.5 12.5
25.0（年間）

12.5

平成25年度 平成26年度 平成27年度

■ 第2四半期
■ 通期9,109

△585

3,028

8,582

1,041

平成25年度 平成26年度 平成27年度

■ 第2四半期
■ 通期

4,011

△504

1,912

5,196

169

Q 通期の見通しについて
お聞かせください。

■ 営業利益（単位：百万円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度

■ 第2四半期
■ 通期

7,780

△1,200

487

2,194

7,727
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　当社は本年８月28日、第１３回産学官連携功労者表彰で、「データセンタの抜本的低炭素化とオフィス等への 
廃熱利用に関する共同技術開発」で環境大臣賞を受賞しました。データセンタの消費電力のうち、消費量の多い

ＩＣＴ機器、空調、電源の３大要素に対して総消費電力が最小になるよう機械が学習する「統合マネージメントシス
テム」を開発。世界初の連携制御技術で７０％の省エネルギーを実現したことが評価されました。なお、本受賞は
ＮＴＴデータ先端技術㈱、国立大学法人大阪大学、㈱国際電気通信基礎技術研究所との共同受賞となります。

　当社は本年6月1日、マレーシア日本国際工科院
（MJIIT：Malaysia-Japan International 
Institute of Technology、ルビヤ院長） の母体
となるマレーシア工科大学（UTM）との間で、
MJIIT内に①高砂 熱・環境リサーチラボ（研究講
座）と②高砂教育研究支援制度（各種教育プロジ
ェクトの支援）とで構成する「高砂教育研究ファン
ド」の設置に関して、同意文書の調印式を執り行
いました。
　「高砂教育研究ファンド」は本年度から5年間で
1億円を拠出します。当社の研究講座となる「高
砂 熱・環境リサーチラボ」はマレーシアおよび
ASEAN諸国における熱力学、流体力学および環
境科学・工学の分野、なかでも再生可能エネル
ギーや省エネ技術の領域で研究活動を行うもの
で、10月に宮川眞喜雄在マレーシア日本国大使
ご臨席のもと、開所いたしました。
　また、「高砂教育研究支援制度」は当社の関わる
周辺技術など広い分野における研究、教育や研
究者に対して研究資金の協力を行うもので、9月

● データセンタの消費電力3大要素を省エネルギー化
データセンタの消費電力3大要素であるICT機器、空調、電
源それぞれについて個別技術開発を行い、個々の省エネル
ギー化を実現した。

● 統合マネージメントで70％の省エネルギーを実現！
加えて、3大要素の総消費電力が最小になるように連携制御す
る「統合マネージメントシステム」を導入することで、個別技
術開発の積み上げだけでは達成できない70％の省エネルギー
を実現した。データセンタの連携制御は世界でも例の無い技術！

● 廃熱利用でさらなる省エネルギーを促進！
さらに、これまで利用されていなかったサーバーから排出
される熱を高効率に回収し、オフィス等の空調として活用
することで、さらなる省エネルギーを促進！

● 産学官によるオープンイノベーション！
業界を超えた産学官の連携によるオープンイノベーションに
より効率的に技術開発を推進し、国内の種々の団体との連携
により空調と電源の通信制御インタフェースのオープン化と

受賞概要
国内標準化を推進すると
ともに、EUとの海外連携
を推進し、国内外で広く
普及促進させるための環
境を整備した。

● コーディネーター名
国立大学法人
大阪大学 教授 松岡茂登

から活動を開始いたしました。
　当社は、マレーシアとの関係においては、
1980年（昭和55年）に現地法人を設立するなど、
現地に根づく取組みを実施してきました。このほ
どの「高砂教育研究ファンド」では、「高砂 熱・環境
リサーチラボ」と「高砂教育研究支援制度」による
研究活動と研究資金協力の両面で、MJIITが求
める“実践的かつ最先端の高い技術開発・研究
能力と労働論理を備える人材の育成”を支援す
るとともに、当社においてはUTM、MJIITを通じ
てASEAN諸国での人的ネットワークの一層の拡
大等を期待しております。

「データセンタの抜本的低炭素化と
オフィス等への廃熱利用に関する共同技術開発」

第13回 産学官連携功労者表彰において
環境大臣賞を受賞

マレーシア日本国際工科院に
本邦企業として第1号の

「高砂教育研究ファンド」を設置

統合マネージメントシステム
消費電力の最適化制御（機械学習）

廃熱

ICT機器
● ファンレス
　 サーバー
● 稼働の片寄せ

空調
● 低送風動力型
　 空調
● 連携ファン
　 制御

電源
● 高電圧直流
　 電源
● アクティブ
　 制御

廃熱活用
● 高温廃熱回収
● 空調
 （加温・調湿）

開発概要

サーバーと空調機器
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平成26年度 第2四半期 平成27年度 第2四半期

現金及び
現金同等物の

期首残高
44,298

現金及び
現金同等物の
四半期末残高

40,662

営業活動による
キャッシュ・

フロー
△4,657 現金及び

現金同等物の
期首残高
35,795 現金及び

現金同等物の
四半期末残高

25,217
現金及び

現金同等物に係る
換算差額
△106

営業活動による
キャッシュ・

フロー
△4,717 財務活動による

キャッシュ・フロー
△3,425

投資活動による
キャッシュ・フロー

△2,327

財務活動による
キャッシュ・フロー

736

投資活動による
キャッシュ・フロー

435

現金及び
現金同等物に係る

換算差額
△150

連結損益計算書の概要（単位：百万円）

セグメント別概況

資産、負債および純資産の状況（単位：百万円）

連結キャッシュ・フローの状況（単位：百万円）

総資産は、現金預金等が減少したことなどにより、前期末に比
べて207億57百万円減少し、2,061億21百万円となりました。

POINT

1

純資産は、その他有価証券評価差額金が減少したことなどによ
り、前期末に比べて25億14百万円減少し、1,058億47百万円
となりました。

POINT

3

投資活動によるキャッシュ・フローは、23億27百万円の支出（前
年同四半期は４億35百万円の収入）となりました。これは主に有
形及び無形固定資産の取得による支出があったことなどによる
ものであります。

POINT

5

負債は、支払手形・工事未払金等が減少したことなどにより、
前期末に比べて182億42百万円減少し、1,002億73百万円と
なりました。

POINT

2

営業活動によるキャッシュ・フローは、47億17百万円の支出（前
年同四半期比△60百万円）となりました。これは主に仕入債務
の減少などの支出が、売上債権の減少などの収入を上回ったこ
とによるものであります。  

POINT

4

財務活動によるキャッシュ・フローは、34億25百万円の支出（前
年同四半期は７億36百万円の収入）となりました。これは主に短
期借入金の純減および配当金の支払いによるものであります。

POINT

6

売上高 売上総利益 営業利益 経常利益 税金等調整前
四半期純利益

親会社株主に帰属する
四半期純利益

■ 平成26年度 第2四半期　■ 平成27年度 第2四半期

97,956

112,663

10,129

11,963

487

2,194

1,041

3,028

983

3,231

169

1,912
固定資産
68,153

流動資産
158,724

純資産
108,362

固定負債
10,002

流動負債
108,513

負債・純資産合計
226,878

純資産
105,847

固定負債
8,732

流動負債
91,540

負債・純資産合計
206,121

総資産
226,878

固定資産
66,045

流動資産
140,075

総資産
206,121

平成26年度末 平成27年度
第2四半期末

平成26年度末 平成27年度
第2四半期末

平成27年度
第2四半期 売上高

112,663百万円
（前年同四半期比 ＋15.0%）

■ 設備工事事業
 
売上高は前年同四半期を15.1％上回る1,091億39百万円、セグメント利益（営業利益）
は前年同四半期を375.5％上回る21億08百万円となりました。

■ 設備機器の製造・販売事業
 
売上高は前年同四半期を11.8％上回る40億60百万円、セグメント利益（営業利益）は前
年同四半期を213.2％上回る72百万円となりました。

■ その他
 
売上高は前年同四半期を7.5％下回る95百万円、セグメント利益（営業利益）は前年同四
半期を30.3％下回る20百万円となりました。

セグメントごとの業績は次のとおりであります（セグメントごとの業績については、
セグメント間の内部売上高等を含めて記載しております）。
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主要な拠点

会社概要 取締役および監査役 株式の状況大株主（上位10名）
社 名
高砂熱学工業株式会社
Takasago Thermal Engineering Co., Ltd.

設 立
大正12年（1923年）11月16日

所 在 地
〒160-0022
東京都新宿区新宿六丁目27番30号
資 本 金
13,134百万円

従業員数
4,529名（当社 1,884名）

ホームページ
http://www.tte-net.co.jp

発行可能株式総数 200,000,000株
発行済株式の総数 74,561,457株

（自己株式 8,204,311株を除く）
株主数 5,858名

（前事業年度末比196名減）

株主名 持株数 持株比率
（千株） （％）

日本生命保険（相） 4,560 6.11
第一生命保険㈱ 4,231 5.67
高砂熱学従業員持株会 3,665 4.91
㈱三菱東京UFJ銀行 2,346 3.14
㈱みずほ銀行 2,177 2.91
高砂共栄会 2,118 2.84
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 1,946 2.60
CBNYｰGOVERNMENT OF NORWAY 1,423 1.90
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 1,421 1.90
㈱京王閣 1,016 1.36
(注) 1.  持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
 2.  持株比率は、自己株式（8,204千株）を控除して計算しております。
 3.  持株比率は、小数点第3位以下を切り捨てて表示しております。

所有者別株式分布

所有数別株式分布

■金融機関 32.8% ■個人その他 22.8% ■国内法人 20.8%
■外国人 13.0% ■証券会社 0.7% ■自己株式 9.9%

■500,000株以上 53.2% ■100,000株以上  18.4%
■10,000株以上  10.2% ■1,000株以上  7.5%
■1,000株未満  0.8% ■自己株式  9.9%

代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員 大 内 　 厚
代 表 取 締 役 副 社 長
副 社 長 執 行 役 員 島 　 泰 光 経営管理本部長兼国内関係会社担当

取締役専務執行役員 谷 口 笑 雄 技術本部長兼品質・環境・安全担当
取締役専務執行役員 渡 部 純 三 国際事業本部長兼海外現法関係担当
取締役常務執行役員 神 杉 惠 助 エンジニアリング事業本部長兼新規事業開発担当
取締役常務執行役員 松 浦 卓 也 営業本部長
取締役常務執行役員 高 原 長 一 東日本事業本部長兼東日本事業本部東京本店長
取締役常務執行役員 田 渕 　 潤 西日本事業本部長兼西日本事業本部大阪支店長
取 締 役 執 行 役 員 原 　 芳 幸 経営管理本部副本部長兼経営管理本部経営企画部長
取 締 役 執 行 役 員 山 分 弘 史 エンジニアリング事業本部エンジニアリング事業部長
取 締 役 松 永 和 夫
取 締 役 薮　中　三十二
監 査 役 西 部 邦 夫 常勤監査役
監 査 役 山　本　幸　利 常勤監査役
監 査 役 伊 藤 鉄 男 弁護士
監 査 役 瀬 山 雅 博
監 査 役 藤 原　万喜夫

（注） 1.  取締役の松永和夫氏および薮中三十二氏は、社外取締役であります。
 2.  監査役の伊藤鉄男氏、瀬山雅博氏および藤原万喜夫氏は、社外監査役であります。
 3.  上記社外取締役2氏および社外監査役3氏は、東京証券取引所の定める独立役員に指定され、届出

がなされております。

北京

上海
蘇州

香港
広州

マカオ
バンコク

クリム
ホーチミン

ジョホールバル 

天津

東莞
ハノイ

クチン

札幌支店
東北支店

本社／東日本事業本部／
東京本店
エンジニアリング事業本部／
国際事業本部

西日本事業本部／
大阪支店

関信越支店
横浜支店
名古屋支店
広島支店
九州支店

海外

クアラルンプール
ペナン

シンガポール
ジャカルタ

ヤンゴン
バンガロール

メキシコ・
ケレタロ

株主メモ
事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月開催
基 準 日 定時株主総会の議決権・期末配当　3月31日

中間配当　　　　　　　　　　　　9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ公告する一定の日

株 主 名 簿 管 理 人 〒100-8233 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵 便 物 送 付 先
［お問い合わせ先］

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話　フリーダイヤル　0120-782-031（平日午前9時～午後5時）
取次事務は三井住友信託銀行株式会社の本店および全国各支店（「コンサルティング
オフィス」・「コンサルプラザ」を除きます。）で行っております。

単 元 株 式 数 100株
公 告 方 法 電子公告により当社ホームページに掲載　http://www.tte-net.co.jp 

ただし、やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載

配当金計算書について

株式に関するお問い合わせ

配当金お支払いの際にご送付しております「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」
を兼ねております。確定申告の際は、その添付資料としてご使用いただくことができます。
ただし、株式数比例配分方式をご選択いただいている株主様につきましては、源泉徴収税額の計算は証券会社等
にて行われます。確定申告の際の添付資料につきましては、お取引の証券会社等にご確認をお願い申しあげます。

• 届出住所等のご変更
• 配当金の受領方法・振込先のご変更
• 単元未満株式の買取のご請求

口座を開設されている証券会社まで
お問い合わせください。

• 特別口座に関するご照会
• 郵送物の発送と返戻に関するご照会
• 支払期間経過後の配当金に関するご照会
• その他株式事務に関する一般的なご照会

三井住友信託銀行株式会社
証券代行部まで

お問い合わせください。
 0120-782-031

（平日午前9時～午後5時）
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見やすく読みまちがえ
にくいユニバーサルデ
ザインフォントを採用
しています。

〒160-0022　東京都新宿区新宿六丁目27番30号
電話　03（6369）8212（代表）
http://www.tte-net.co.jp

　当社では、11年半ぶりに、コマーシャルフィルムを制作し、テレビ放映ならびに本
社および情報発信拠点「グリーン・エア プラザ（東京都中央区京橋)」のスクリーンで放
映しております。
　当社グループの有する省エネルギー・省CO2に関する技術やノウハウを通じて社会
に貢献する、環境ソリューションプロフェッショナルを目指す想いが形になっております。
　当社ホームページにも掲載しておりますので、ぜひ、ご覧ください。

❶ テーマ 「one world one sky」

❷ タイトル 「大きな空の下で」篇 

❸ 演出の狙い 私達は、ひとつの大きな空の下でつなが
っている。だからこそ、その「空を壊さな
い、空気をつくれ」というメッセージが、シ
ンプルに力強く残る映像に仕上げました。
東京、マレーシア、タイの美しく印象的
な空を主役に、人々がそっと寄り添い、
優しくも芯のあるナレーションがメッセー
ジを届けるＣＭとなっております。

INFORMATION
インフォメーション

当社は、ホームページを重要な
情報発信源の一つと認識してお
り、決算情報のみならず皆様の
ご理解に資すると判断した情報は、
随時ホームページに掲載しており
ます。ぜひ、ご活用ください。

http://www.tte-net.co.jp

主な掲載コンテンツ
• IＲ情報
• 技術・製品情報
• ＣＳＲ情報
• 会社情報
• 採用情報

高砂熱学

ホームページのご紹介
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